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摘 要 
営農型発電システムは、農地の上空に設置した太陽光発電設備で発電し、地上では農作物を生産する
ハイブリッドな農業システムである。発電した電気を売ることで売電収入が得られ、農家所得の向上が
期待できる。また、このシステムを利用することで夏季の過剰な日射を遮ることにより栽培環境の改善
が期待できる。一方で､農地保全のためには適正な営農の継続が必要であり､食料生産とエネルギー生産
を両立する栽培管理技術が必要となる。本報では、営農型発電設備の設置が設備下で栽培した作物の収
量と栽培環境へ及ぼす影響を調査した結果と営農型発電の可能性について論じる｡ 
 
 
Ⅰ 施設園芸学とはなにか？ 
 
著者が専門とする施設園芸学は野菜や花卉、果
樹の栽培に関わる園芸学の一分野である。その中
でも施設や設備の多用により、気温や地温、相対
湿度、二酸化炭素濃度、空気流動などの栽培環境
を管理することで、栽培計画に沿って植物が生育
するように、栽培管理技術の向上を図る学問分野
である。例えば、暖房器具を用いて温室内の気温
を高く維持し、夏野菜を春や秋、さらには冬に生
産することで 1 年を通して手に入れることが可能
となる。しかし、温室の加温には一般的に重油炊
き暖房機が使われるため、近年の重油価格の高騰
が農家の経営に大きな負担となっている。 
 
1. 日本の農業の現状 
農業は国民の生存に必要な食料を供給する基幹
産業であるが、日本の現状は、食料自給率カロリ
ーベース 39% 1)、農業経営体（個別経営）の総所
得 456 万円 2)、農業経営関与者一人当たり農業所
得 196 万円 2)、販売農家の農業就業人口（自営農
業に主として従事した者）は 209 万 7 千人で 5 年
前に比べて 50 万 9 千人（19.5％）減少 3)、農業経
営者平均年齢 66.4 歳 3)、耕作放棄地 42.3 万 ha 3)
と非常に危うい状況にある。そのため、食料増産
や収入の増加・安定化、若い新規就農者の増加、
農地の有効利用が喫緊の課題である。また、エネ
ルギーに関しても、2014 年の自給率は 6％ 4)しか
なく、化石燃料の価格および電気料金の高騰など、
農業のみならず多くの産業で課題となっている。
さらに、様々な分野において国際化が進み、環境
に配慮した持続可能性だけではなく、グローバル
経済の中でのエネルギーの安全保障や経済的にも
持続可能な農業システムの構築が求められている。 
 1980 年代に「3K」職種という言葉が流行った。
これは、就職先として避けられた「きつい、汚い、
危険」なイメージを持たれる職種のことである 5) 
6)。実は、農業に対するイメージはさらに K が多
く、「きつい、汚い、格好悪い、臭い、稼げない、
結婚できない」ともいわれていた 7)。しかし、農
業は人の生活に欠かせない食料を生産・供給する
といった重要な役割がある。また、古代文明が栄
